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Forced Labour Convention and
Japan's "Military Comfort Women
-Evaluation of the Observations by the Committee of Experts on





In 1996 and 1997, the Committee of Experts on the Application of Conventions and Recom-
mendations of ILO found the violation of the Forced Labour Convention (1930) by Japan on
the issue of "military comfort women" during the Second World War. It may be possible to
argue that the interpretation by the Committee was established after the end of the War and
that it is inappropriate to apply it to this case, which happened during the War. In this
article, I will examine whether such an interpretation was reasonable even during the War,
and conclude that the Committee's interpretation is reasonable and Japan has been responsible
to the violation.
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及び勧告の適用に関する専門家委員会」 (以下、 「条約勧告適用専門家委員会」、 「専門家委員
会」、又は単に「委員会」という場合がある)は、批准条約の適用状況に関する年次報告書1)の
審査結果に関する報告書(以下、 「専門家委員会報告書」という)において、いわゆる「従軍




















使用する。吉見義明『従軍慰安婦』 (岩波新書、 1995年) 11貫参照。
3) Rゆ・ort of the Committee ofExpe癖on the A抄Iication of Conventions and Recommendations, Report III (Part 4
A) , International Labour Conference 83rd Session 1996 (以下、専門家委員会報告書は"R.C.E. ,19XX"と略
す), p.85、及びR.C.E., 1997, pp.82-8



























6) OFSETの利用した手続きは、 I LO寮車上の規定はないが、 I LO加盟国のいずれの労働組合又は使用者団体
も、加盟国の条約違反を専門家委員会に対して申告することができるという手続きによるものであると思われる。
吾郷真一「I LOと国際労働基準」世界の労働44巻4号(1994年) 5頁参照O









高野雄一『国際社会における人権』 (岩波書店、 1977年)、ニコラス・バルティコス『国際労働基準とI LO』 (三省
堂、 1984年)、吾郷真一『国際労働基準法- I LOと日本・アジア-』 (三省堂、 1997年)、及びHector Bartolomei
de la Cruz, Geraldo von Potobsky, and Lee Swepston, The lnternational上血r Organization: the international








































13) Forced Labour, Report and Draft Questionnaire, International Labour Conference, 12th Session, Geneva,
























14) Forced Labour, Report I, International Labour Conference, 14th Session, Geneva, 1930 (以下、 「Forced
Labour, Report I」と略す) , pp.1-3.
15)奴隷制残存の有無が問われた事例として、リベリア(R.C.E., 1935など)、モー1)タニア(R.C.且, 1985など)な
どがある。
16) ForcedLabour, ReportI, 1930.また、条約起草のための第二次討議(本稿(注59)参照)の際の、ギリシャ政府
代表の発言など。 Record of Proceedings, International Labour Conference, 14th Session, Geneva, 1930 (以下、
「R.P., 19XX」と略す), pp.279-280.
17)バルティコス・前掲書(注7) 135頁。
18) ForcedLabour, ReportI, 1930, p.121, R.P. , 1930, p.269など0


































































れないとする解釈が、委員会の審査を通して確立されてきている　General Survey of the Rゆ01公柁Iating to the
Forced Labour Convention, 1930 (No.29) , and the Abolition of Forced labour Convention, 1957 (No. 105) ,
Report III (Part 4B) Report on the Committee of Experts on the Application of Conventions and Recom-
mendations (Article 19, 22 and 35 0f the Constitution)-Volume B, 1979　以下、一般調査報告書を「R.C.E. ,













































31) R.P., 1930, p.691.
































































43)金東勲・芹田健太郎・藤田久一『ホーンブック国際法再改訂版』 (北樹出版、 1998年) 241頁。
44)同上O





































ニュージーランド11939年　l　:　:　:　:.  :　l I
中国　　　Il941年4　l l輸績什I n|i I "nil I I
ブラジル　　　1 1942年　I I I I　:　l I　】
イタリア　　1 1940年　　　　　I I　　=I i
イラク　　　1 1943年　　　　　　I I　　=l　:  I
1 1940年　　　　　　　I I　　=l　:　1
1 940年　I I　　=i i i　;-　l
1940年7　】　　　　　I I
11941年　I I I I
























ェジプト　　11945年　I l=　　　　　　≠　=1  I
コロンビア　　11943年　l　:　:　:　~~ :　l I I




























































49) R.A.C., 1944. 「条約の通用に関する報告書」には、年次報告書の提出状況及び各国の報告書の要旨が示されてい
る。
50) R.A.C., 1944, p.6及び本稿表1参軌ここでI LOに報告しているのは亡命政府であると思われるO以下、オラ
ンダ、チェコスロバキアの事例においても、報告しているのは各々の亡命政府であると思われる。 『ブリタニカ国際
大百科事典』 12巻240頁、並びに3巻489頁及び610-611頁参照。
51) R.A.C. , 1944, p・6. 1944年報告啓には提出された報告の具体的な内容は示されてい.ないが、後の報告書から、後述
する本稿(注67)で示した内容と同様のものであったと推定できる。
52) R.A.C., 1944, p.6.
53) R.A.C., 1945.
54) R.A・C., 1945, p.4.書簡の日付(1945年7月12日)から、書簡を提出したのはドイツからの解放後に成立した内閣
であると考えられる。 『ブリタニカ国際大百科事典』 14巻、 57頁参照。




























56) R.P., 1930, pp.671-684.








61) R.P., 1930, p.694.































63) R. C.E. , general survey of 1968.強制労働条約に関しては、採択以来、四回の一般調査が行われているO一般調査
につき、バルティコス・前掲書(注7)、 H.G.de la Cruz, G.Potobsky, L.Swepston, supra, noteno.7参照O































1944年Il l=I I I I　:　l
1932年　　I I I I　:　」
1932年l=l ll I I I
1934年Il l=　I I l　:　つ







1932年I I I I I l耶'
白934年I I　　=l l=I I
1932矧I I I I lH=l I
は932年I l=　I I　　=l I
1937年I ll I I I　　　　　=1944年I I　　=　I I　　目






















































67) R.A.C.,1945, p.48.道路租税法の制定。同法は、蘭頒東インドに存在した、 "heerendiensten"という制度(公共
目的での張制労働の動員を認める制度R.P., 1935, p.254参照)を廃止し、代わりに租税を課すことを定めたもの
である。同法は1941年に採択され、 1942年に発効の予定であったが、日本軍の占額を受けたため実際には施行され
なかった。 R.A.C, 1945, p.48, andR.C.E., 1948, p.24.
68) R.A.C.,1S45, p.A　修正強制労働法の制定O同法は、労働者に対する補償を全ての形態の強制労働に拡大する趣
旨のものである　Ibid.
69) R.A.C. , 1946, p.85及び本稿表1参照。ベルギーは、張制労働条約の植民地への適用に関して一定の留保を付して
批准しているが、 2条2項(d)には留保を付していない。
70) R.A.C., 1945, p.48, R.A.C., 1946, p.8　参照O　シエラ・レオネに関しては、法によって定められている一定の
労働に従事しなかったことに対する有罪判決も複数下されていることが報告されているo　これは、強制労働条約1
条2項で「経過期間中公ノ目的ノ為こノミ且例外ノ措置トシテ」許容される強制労働であると思われる。


































72) R.C.E., general survey of 1962.
73) R.A.C., 1944, R.A.C., 1945, R.A.C., 1946, R.C.E., 1947など参照0
74) Forced Labour, Report and Draft Questionnaire, 1929, p. 260.
























































79) R.C.E., 1997, p.82.
80)阿部・前掲番(注4) 241-242頁参照。
81)同上。
82)川田司「国連人権委貞会における『慰安婦』問題に関する議論」国際人権8 (1998年) 31-32貢参照.
※　本稿執筆後、専門家委員会の99年度の「意見」が出された。そこでは、日本政府及び「女性のためのアジア平和国
民基金」による対応を評価しつつも、被害者によって「償い金」の受け取り拒否が起きている事実などを指摘して
被害者の要望に沿った更なる対応を日本政府に求めている。
